様式１－１


質　問　書


令和　　年　　月　　日

（あて先）八尾市議会事務局


　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号

                                    所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　


八尾市議場音響映像システム等更新業務について、別添のとおり質問がありますので提出します。





【事務担当責任者】
	所属・職名：

	氏名：

	連絡先：

	電話：

	ＦＡＸ：

	E-mail：




様式１－２

八尾市議場音響映像システム等更新業務に係る質問書

※質問内容は、配布資料の該当箇所を明記する等、何に対する質問か分かるようにし、簡潔明瞭に記載してください。
※また、質問項目が多数の場合は、適宜、行を追加してください。

	項番
	質問項目
	質問内容

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	６
	
	

	７
	
	

	８
	
	

	９
	
	

	１０
	
	





様式２－１


八尾市議場音響映像システム等更新業務に係る提案参加表明届


令和　　年　　月　　日

（あて先）八　尾　市　長


　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号

                                    所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印


今般、八尾市が行う八尾市議場音響映像システム等更新業務の受託者となるため、公募型プロポーザルに参加したいので、公募に係る関連資料を添えて参加申請致します。
　なお、提出書類の記載事項はすべて事実と相違なく、且つ、当社が提案応募要領に示す参加資格の全てを有することを誓約します。




【担当者連絡先】
	所属・職名：

	氏名：

	連絡先：

	電話：

	ＦＡＸ：

	E-mail：




様式２－２

令和　　年　　月　　日
（あて先）八尾市長
住所又は事務所所在地
フリガナ
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
フリガナ
氏名又は代表者名  　　　　　　　　　　　　　　　　　印
生年月日　　　　　年　　月　　日生　　
受任者名  　　　










誓　　約　　書

私は、八尾市が八尾市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを承知したうえで、次に掲げる事項を誓約します。

１　私は、次の業務等を受注するに際して、八尾市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。

業務の名称：　八尾市議場音響映像システム等更新業務

２　私は、八尾市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、八尾市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。

３　私は、本誓約書及び役員名簿等が八尾市から大阪府警察本部に提供されることに同意します。

４　私が本誓約書１に該当する事業者であると八尾市が大阪府警察本部から通報を受け、又は八尾市の調査により判明した場合には、八尾市が八尾市暴力団排除条例及び八尾市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、八尾市ホームページ等において、その旨を公表することに同意します。
　
５　私が八尾市暴力団排除条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等から誓約書を徴し、当該誓約書を八尾市に提出します。

６　私が使用する下請負人等が、本誓約書１に該当する事業者であると八尾市が大阪府警察本部から通報を受け、又は八尾市の調査により判明し、八尾市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。

様式２－３
企 業 状 況 表
	住　　　　　所
	

	商号または名称
	

	代　表　者　名
	

	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者。
	有　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	公告の日から提案書提出日までの期間に「八尾市物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領」に基づく指名停止及び「八尾市暴力団等排除措置要綱」に基づく入札等排除措置を受けている者
	有　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	八尾市暴力団排除条例（平成25年八尾市条例第20号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者である者。
	有　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	商法（明治32年法律第48号）の規定による会社の整理の開始を命ぜられている者。
	有　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	民事再生法（平成11年法律第225号）の適用を申請している者。
	有　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	会社更生法（平成14年法律第154号）の適用を申請している者。
	有　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）


注）必要事項を記入し、対応する部分には丸を付けること。

様式２－４
業務実績調書

◎業務概要等
	№
	委託機関名
	受託業務
の名称
	業務概要
	受託期間
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	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	



※記載した実績を証明する書類（契約書の写し等）も合わせて提出すること。
※業務実績については、業務名・可能であれば自治体名・実施時期について記載すること。
※この用紙で書ききれない場合は、別紙による提出も可とする。
※令和２年４月１日から公告日までの間に、国、都道府県及び他の地方公共団体と種類及び規模を同じくする契約を行い、誠実に履行した実績があること。



様式３


企画提案書等の提出について


令和　　年　　月　　日


（あて先）八　尾　市　長


　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号

                                    所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　


令和７年５月９日付で公告のありました八尾市議場音響映像システム等更新業務に係る公募型プロポーザルについて、応募要領に基づき、企画提案書等を提出します。
　なお、提出書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。



【担当者連絡先】
	所属・職名：

	氏名：

	連絡先：

	電話：

	ＦＡＸ：

	E-mail：





様式５

価 格 提 案 書

令和　　年　　月　　日


（あて先）八　尾　市　長


郵便番号

                                    所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印


八尾市議場音響映像システム等更新業務に要する費用について、下記のとおり提案します。

記

提案金額　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　※ 消費税及び地方消費税を含む。
　　　　　　　　　　　　※ 明細書（単価・数量を明記したもの）は別紙のとおり。

（内訳）
	項目
	金額
	備考

	音響設備
	
	円
	

	映像設備
	
	円
	

	運用（操作）システム
	
	円
	

	傍聴席設備
	
	円
	

	庁内自主放送設備（共聴設備）
	
	円
	

	発展的要件に係る費用
	
	円
	

	小計
	
	円
	（税抜き）

	消費税及び地方消費税額
	
	円
	

	合計（提案金額）
	
	円
	（税込み）


※ 発展的要件に係る費用の内訳は、別紙（任意様式）により示す。
様式６

保守点検等に係る参考見積書

令和　　年　　月　　日

（あて先）八　尾　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号

                                    所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印


八尾市議場音響映像システム等の保守点検等に要する費用について、下記のとおり見積もりします。
記

参考見積金額　　　　　　　　　　　　　　　　円/年
　　※ 保守点検等の考え方や実施方法についての提案書は別紙のとおり。
　　※ 見積金額は、無償保証期間等の終了後に必要となる１年あたりの経費である。
　　※ 消費税及び地方消費税を含む。

（内訳）
	項目
	金額
	備考

	ア
	提案する議場システムを導入した場合に必須となる経費
	
	円/年
	

	イ
	オプションとして選択可能な経費

	
	円/年
	

	ウ
	今後のオンライン本会議を実施する場合に追加が必要となる経費
	
	円/年
	

	小計
	
	円/年
	（税抜き）

	消費税及び地方消費税額
	
	円/年
	

	合計（参考見積金額）
	
	円/年
	（税込み）



